
１　職員の任免及び職員数に関する状況
　(1) 採用及び退職の状況

（注） 特別職及び教育長は除きます。

　(2) 職員定数管理の状況

① 職員数の状況 (各年度4月1日現在)

（注） 教育長を除いています。

② 定員適正化計画の進捗状況

（注）１

（注）２ 教育長を含みます。

③ 一般行政職の級別職員の状況(平成26年4月1日現在)

（注） 一般行政、特別行政及び公営企業等会計の部門の一般行政職の職員としています。

２　職員給与等の状況
　(1) 人件費の状況(平成25年度普通会計決算)

Ａ Ｂ Ｂ／Ａ

人 千円 千円 千円 ％ ％

（注）

　(2) 職員給与費の状況(平成25年度普通会計決算)

Ａ Ｂ Ｂ／Ａ

人 千円 千円 千円 千円 千円

（注）１

（注）２ 「職員給与費」欄には、退職手当負担金は含まれていません。

平成25年度

7 8 8 12

平成26年度滝沢市人事行政の運営等の状況の公表

区　分 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

15

平成24年度

退職者数 3 5 6 8 8 14

採用者数 7

部　　門
平成26年度 平成25年度

対前年度
増減数 主な増減理由

(a) (a) (a)-(b)

一般行政 205 202 3 市制移行に伴う福祉事務所新設のため

特別行政 49 53 △ 4 簡易水道事業新設のため

公営企業等会計 55 50 5

合　計 309 305 4

区分(一般行政) 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

計画人員 316 324 329 340 339

５級 ６級

4月1日現在職員数 309 － － － －

主　任 主　査 主任主査 総括主査

滝沢市職員定員管理計画（平成26年2月策定）における平成26年度から平成30年度までの5
か年の定員管理としています。

区　分 １級 ２級 ３級 ４級

課　長

職員数 34 13 61 42 35 30

代表的な職
主　事
技　師

34.4% 13.0% 3.4%

構成比 15.3% 5.9% 27.5% 18.9% 15.8%

住民基本
台帳人口

歳出額
実質収支

人件費 人件費率

13.5%

前年度構成比 13.0% 6.1% 30.2%

（参考）

前年度人件費率

平成25年度
55,063 17,556,905 353,161 2,182,380 12.4 14.3

「人件費」欄には、市長、議員などの特別職の職員及び非常勤職員に支払われる報酬等なども含
まれています。

職員数
職　員　給　与　費 １人当たり

給　料 職員手当
期末手当
勤勉手当

計 給与費

平成25年度
256 960,833 296,914 354,254 1,612,001 6,297

市長、議員などの特別職の職員及び非常勤職員に支払われる報酬等は「職員給与費」欄に含ま
れていません。

７級

部　長

7

3.1%

－



　(3) ラスパイレス指数の状況

（注）

　(4) 職種別・学歴別初任給及び経験年数別平均給料月額の状況(平成26年4月1日現在)

円 円 円 円 円 円

（注） 市では、一般行政職は初級（高校卒業程度）の試験のみ実施しております。

　(5) 平均給料月額と平均年齢との状況(平成26年4月1日現在)

円 歳 円 歳

　(6) 主な職員手当の状況(平成25年度普通会計決算)

① 扶養手当

円

円

16歳から22歳までの子については、5,000円を加算

② 住居手当

上記「借家・借間居住者」の2分の1の額を支給。

③ 通勤手当

運賃等に応じて、月額45,000円を上限として支給。

通勤距離に応じて、月額30,500円を上限として支給。

④ 時間外勤務手当又は休日勤務手当

　正規の勤務時間以外に勤務した職員に対して支給されます。

千円

人

千円

⑤ 特殊勤務手当

　著しく危険、不快、不健康又は困難な業務に従事した職員に対して支給されます。

円

4 種類

　徴収手当

　徴収手当

年度 平成26年度 平成25年度 平成24年度 平成23年度 平成22年度 平成21年度 平成20年度

ラスパイレス指数(減額措置前) 97.0 104.2 105.3 97.7 97.5

経験年数
20年以上
25年未満

経験年数
30年以上
35年未満

98.3 97.7
ラスパイレス指数(減額措置後) 96.2 97.3

173,963 228,400 267,711 347,162

ラスパイレス指数とは、地方公務員と国家公務員の給与水準を国家公務員の職員構成を基準とし
て、職種毎に学歴別、経験年数別に平均給与月額を比較して、国家公務員の給与を100とした場
合の地方公務員の給与水準を指数で示したものです。

一般行政職 決定初任給
採用2年
経過日の
給料額

経験年数
7年以上
10年未満

経験年数
10年以上
15年未満

395,429

区　分
一般行政職 技能労務職

平均給料月額 平均年齢 平均給料月額 平均年齢

初級（高校卒）
140,100

滝沢村 322,261 43.4 304,807 45.1

区　分 月　額 備　考

配偶者 13,000

配偶者以外の扶養親族 6,500 配偶者のいない場合の1人目は、月額11,000円

区　分 内　　容

借家・借間居住者 月額12,000円を超える家賃を負担している職員に対して、家賃の額に
応じて27,000円を上限として支給。

留守家族が借家・借間に
居住している単身赴任者

区　分 内　　容

交通機関等利用者

自家用車等利用者

支給総額 83,608

職員数 257

職員1人当たり支給年額 325

職員全体に占める手当支給職員の割合 3.11%

支給対象職員1人当たり平均支給年額 1,250

手当の種類

支給額の多いもの

多くの職員に支給されている手当



⑥ 期末手当及び勤勉手当

月分 月分 月分

（ 月分） （ 月分） （ 月分）

月分 月分 月分

（ 月分） （ 月分） （ 月分）

（注）１ （　）内は、再任用職員に係る支給割合です。

（注）２ 勤勉手当の率は、勤務成績が良好の場合のものです。

（注）３ 職制上の段階、職務の級等による加算措置があります。

⑦ 退職手当

（注） 支給率は、国と同じです。

（参考）平成25年度退職者の1人当たり平均支給額

千円

　(7) 主な特別職の報酬等の状況(平成25年度)

円

円 月分

円 月分

円 月分

円

円

３　勤務時間その他の勤務条件の状況
　(1) 勤務時間の状況(平成25年度)

　標準的な勤務時間は、次のとおりです。

　午前8時30分 から 午後5時15分 まで

　午後0時 から 午後1時 まで

　(2) 一般職の職員の年次休暇の取得状況(平成25年1月1日から平成25年12月31日までの間)

日

日

人

日

％

　(3) 特別休暇の導入状況(平成25年度)

区　分 6月期 12月期 計

期末手当
1.225 1.375 2.600

0.650 0.800 1.450

勤勉手当
0.645 0.645 1.290

0.325 0.325 0.650

　退職手当の額は、退職時の給料月額に下表に示す支給率を乗じて得た額となります。なお、退職手
当の支給及び事務処理は、岩手県市町村総合事務組合が行っています。

区　分 滝沢市 国

自
己
都
合

勤続20年 23.03 23.03

勤続25年 32.83 32.83

勤続35年 46.55 46.55

最高限度 55.86 55.86 18,956
勧
奨
・
定
年

勤続20年 28.7875 28.7875

勤続25年 38.955 38.955

勤続35年 55.86 55.86

最高限度 55.86 55.86

給料・報酬月額 期末手当支給割合

市長 773,000

副市長 634,000 6月期 1.425

教育長 594,000 12月期 1.525

市議会議長 360,000 計 2.950

市議会副議長 303,000

市議会議員 293,000

勤務時間

休憩時間

1日の勤務時間 7時間45分

1週間の勤務時間 38時間45分

総付与日数　(A) 7,567.2

総取得日数　(B) 2,419.9

対象職員数　(C) 195

平均取得日数　(B)/(C) 12.4

取得率　(B)/(A) 32.0

　次表に概略を示しますが、実際の取得については、職員が勤務をしないことが相当である場合に認めら
れる休暇です。それぞれの休暇に取得要件があり合致しなければ休暇は認められません。

種　　類 日数

選挙権その他公民としての権利を行使する場合 必要な期間

証人、鑑定人、参考人等として国会、裁判所、地方公共団
体の議会その他官公署へ出頭する場合

必要な期間

予防接種又は健康診断を受ける場合（法令等の定めがある
場合に限る。）

必要と認められる期間



　(4) 育児休業及び部分休業の取得状況(平成25年度)

妊娠中又は出産後1年以内の女性職員が、母子健康法の
保健指導又は同法第13条の健康診査を受ける場合

市長の定める範囲内の期間

妊娠中の女性職員の業務が、母体又は胎児の健康保持に
影響があると認められる場合適宜休息し、又は補食する場
合

必要な時間の範囲内の期間

骨髄提供等（親族以外）に伴い必要な検査、入院等をする
場合

必要と認められる期間

ボランティア活動（親族に対する支援となる活動を除く。）を
行う場合

一の年において5日の範囲内の期間

結婚をする場合 連続する7日の範囲内の期間

妊娠に起因する障害（つわり）のため勤務することが著しく
困難であると認められる場合

10日の範囲内の期間

妊娠中の女性職員が通勤に利用する交通機関の混雑の程
度が、母体又は胎児の健康保持に影響があると認められる
場合

勤務時間の始め又は終わりにおいて、1
日を通じて1時間を超えない範囲内の時
間

出産の場合
6週間（多胎妊娠の場合にあっては、14
週間）前から産後10週間を経過する日ま
での期間

女性職員が出産した場合
出産の日の翌日から10週間を経過する
日までの期間

生理日の就業が著しく困難である場合 2日の範囲内の期間

生後1年に達しない子を育てる場合 1日2回それぞれ1時間の期間

小学校入学前の子の看護（負傷し、又は疾病にかかったそ
の子の世話を行うことをいう。）の場合

一の年において5日（当該子が2人以上
の場合にあっては10日）の範囲内の期間

要介護者の介護、世話等の場合
一の年において5日（要介護者が2人以
上の場合にあっては10日）の範囲内の期
間

妻が出産する場合 2日の範囲内の期間

職員の妻が出産する場合であって出産予定日の6週間前の
日から出産後8週間を経過する暇での間で、当該出産に係
る子又は小学校入学前の子を養育する場合

当該期間内における5日の範囲内の期
間

忌引の場合
死亡した親族に応じて定められた期間（1
日～7日間)

職員が配偶者、父母又は子の追悼のための特別な行事行
う場合

1日の範囲内の期間

夏季における盆等の諸行事、心身の健康の維持及び増進
又は家庭生活の充実を図る場合

一の年の7月から9月までの期間内にお
いて、原則連続する4日の範囲内の期間

長年にわたって勤務した職員が、心身の活力の維持及び
増進又は自己研さんを図るため勤務しないことが相当であ
ると認められる場合

勤続期間が20年及び30年の職員につい
て、連続する3日の範囲内の期間

災害により職員の現住居が滅失し、当該住居の復旧作業等
をする場合

7日の範囲内の期間

災害又は交通機関の事故等により出勤することが著しく困
難である場合

必要と認められる期間

災害時において、職員が退勤途上における身体の危険を
回避する場合

必要と認められる期間

　育児休業とは、職員が承認を受けて3歳に満たない子を養育するため、子が3歳に達する日までの期間
を限度として休業できる制度で、この期間については、給与が支給されません。

　また、部分休業とは、職員が承認を受けて3歳に満たない子を養育するため、1日の勤務時間の内2時間
を限度として休業できる制度で、この休業した時間については給与が減額されます。

　育児休業等の取得状況等は次のとおりです。



① 育児休業及び部分休業の取得者数

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

② 育児休業の承認期間(平成25年度中に新たに取得した職員に限る。)

人 人 人

　(5) 介護休暇の取得状況(平成25年度)

　平成25年度に介護休暇を取得した職員は0名でした。

４　分限及び懲戒処分の状況(平成25年度)
　(1) 分限処分者の状況

　平成25年度に分限処分を受けた職員は、病気による分限休職の2名でした。

　(2) 懲戒処分者の状況

　平成25年度に懲戒処分を受けた職員は懲戒戒告による2名でした。

５　服務の状況(平成25年度)

　(1) 信用失墜行為の禁止

　信用を傷つけたり、全体の不名誉となるような行為は禁止されています。

　(2) 秘密を守る義務

　職務上知り得た秘密を漏らすことは禁止されています。また、その職を退いた後も同様としている。

　(3) 職務に専念する義務

　(4) 政治的行為の制限

　政治的行為をすることは制限されています。

　(5) 争議行為等の禁止

　ストライキなどの争議行為は禁止されています。

　(6) 営利企業等の従事制限

　許可を受けなければ、営利を目的とする私企業を営むことはできません。

６　研修及び勤務成績の評定の状況
　(1) 人材育成の基本方針

区　　分 男性職員 女性職員 計

平成25年度中に新たに育児休業を取得した職員 0 3 3

平成25年度中に新たに部分休業を取得した職員 0 0 0

平成24年度から引き続き育児休業を取得している職員 0 4 4

平成24年度から引き続き部分休業を取得している職員 0 0 0

平成25年度中に新たに育児休業が取得可能となった職員 0 0 0

区　分 6月以下
6月超

1年以下
1年超

1年6月以下

育児休業取得者 0 2 1

　配偶者、父母、子等で負傷、疾病又は老齢により日常生活を営むのに支障があるものの介護をするため
に、6月の範囲内で介護休暇を取得できる制度で、休暇の期間については、給与が支給されません。

　分限処分とは、公務の能率の維持及びその適正な運営の確保から、病気で勤務に耐えられない場合等
の一定の事由がある場合、任命権者が当該職員をその意に反して免職、休職、降任又は降給のいずれ
かの不利益な処分を行うことです。

　懲戒処分とは、公務における規律と秩序を維持するために、職員の職務上の義務違反や公務員として
ふさわしくない非行があった場合、その道義的責任として処分を行うことです。

　全体の奉仕者という公務員としての本旨を強く自覚し、厳正な服務規律の確保を求め、定期的に通知を
発して綱紀の粛正に努めています。服務に関する基本的原則は次のとおりとなっています。

　勤務時間及び職務上の注意のすべてをその職務遂行のために用い、職務にのみ従事しなければな
らない。

　住民のためにより良いまちづくりを推進しようと事務・事業を展開しておりますが、さらに住民のみなさん
に喜んでもらえるようなサービスを提供するために、滝沢市の職員を財産として位置づけ、その職員の能
力育成・開発を行う必要があり、それを平成14年3月に具体化したものが「滝沢市“人財”育成基本方針」
です。この基本方針には、滝沢市が求める“人財”像、今後の“人財”育成システムの構築及び“人財”育
成の方法等が盛り込まれています。



　(2) 研修の実施状況(平成25年度)

① 基本研修

回 日 人

回 日 人

回 日 人

回 日 人

回 日 人

回 日 人

回 日 人

回 日 人

② 選択研修

人事事務研修 1 回 1 日 1 人

回 日 人

回 日 人

回 日 人

1 回 1 日 2 人

1 回 1 日 12 人

回 日 人

③ 派遣研修

回 日 人

回 日 人

④ その他の研修

回 日 人

回 日 人

回 日 人

回 日 人

回 日 人

1 回 3 日 人

回 日 人

回 日 人

　(2) 勤務成績判定の実施状況

研修名称 開催回数 延べ日数 修了者数

新採用職員研修第1部・第2部(前期) 1 3 14

新採用職員研修第1部・第2部(後期) 1 4 14

初級課程研修 0 0 0

中級課程研修 1 3 12

65

上級課程研修 1 3 15

監督者研修 1 2 10

開催回数 延べ日数 修了者数

管理者研修 0 0 0

計 5 15

研修名称

監督者級選択講座

契約事務研修 1 2 2

新任広報担当者研修 1 1 1

2 1

研修名称

人事考課研修 2 3 233

開催回数 延べ日数 受講者数

ブラッシュアップ研修 1 2 22

意思形成・コミュニケーション研修 1 2 67

1 1 45

法制執務研修 5 5 22

175

　平成15年度から人事考課制度を試行し、平成19年度から平成22年度まで休止していましたが、平成
23年度から再試行し、勤務成績の評定に反映できる人事評価制度の検討を行っています。

職員自主研修 0 0 0

計 3 4

税務事務研修 1

業務遂行能力

管理者級能力開発講座

1 4

研修名称

7

派遣回数 延べ日数 修了者数

計 1 2 1

派遣研修 1

計 11 16 564

学習力向上研修

メンタルヘルス研修



７　福祉及び利益の保護の状況
　(1) 厚生福利事業の概要

① 職員の健康診断の状況(平成25年度)

人 人 ％

人 人 ％

人 人 ％

人 人 ％

② 各種事業の概要(平成25年度)

ア　岩手県市町村職員共済組合

・短期給付事業

健康保険給付、休業給付、災害給付

・長期給付事業

退職共済年金、障害共済年金、遺族共済年金

・福祉事業

保健、貯金、貸付、物資、宿泊

イ　一般財団法人岩手県市町村職員健康福利機構

　職員(会員)の掛金と公費で運営されており、その負担率はルール化されています。

・健康管理事業

検診業務等

・共同実施事業

シニアプラン講座、体育行事等助成等

・掛金・補助金事業

結婚祝金、出産給付金、弔慰金等

・掛金事業

医療費補助金等

ウ　滝沢市職員互助会

　職員(会員)の掛金で運営されており、公費からの支出はありません。

・給付事業

各種慶弔金の給付、各種厚生事業参加助成、人間ドック助成等

・厚生事業

職員メンタルヘルス研修の実施、常備薬品の購入等

　(2) 公務災害補償の状況(平成25年度)

　平成25年度に公務災害と認定された件数は2件で、通勤災害はありませんでした。

255 218 85.5

乳がん検診 63 52 82.5

胃がん検診

　公務災害補償とは、公務上の災害(負傷、疾病、障がい又は死亡)又は通勤による災害に対する補償で
す。

受診率名　称 対象職員数 受診者数

子宮がん検診 87 75 86.2

循環器系検診 318 303 95.3



８　その他の状況
　(1) 職員の競争試験及び選考の状況(平成25年度)

人 人 人 人 人

人 人 人 人 人

人 人 人 人 人

人 人 人 人 人

（注） 3次試験合格者には採用予定者名簿登載者は除かれています。

　(2) 公平委員会への勤務条件に関する措置要求及び不利益処分に対する不服申立状況(平成25年度)

(1)

(2) 職員に対する不利益な処分についての不服申立てに対する裁決又は決定をすること。

(3) 職員の苦情を処理すること。

① 勤務条件に関する措置要求の状況

　平成25年度において、公平委員会へ職員からの勤務条件に関する措置要求はありませんでした。

② 不利益処分に対する不服申立の状況

　平成25年度において、公平委員会へ職員からの不利益処分に関する不服申立はありませんでした。

職　種 申込者 1次試験合格者 2次試験合格者 3次試験合格者 平成26年4月1日採用者

1 1 1

初級事務 210 79 28 11 11

初級事務(障がい者)

初級土木 10 6 － － －

1 1

　公平委員会は、公平、公正な行政を確保するために必要なものとして、地方公務員法の定めるところに
より、職員の勤務条件に関する措置の要求及び職員に対する不利益処分を審査するなど必要な措置を
講ずるために設置され、次のような事務を行っています。

職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置の要求を審査し、判定し、及び必要な措
置を執ること。

保健師 13 5 5 2 2


